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研究成果の概要（和文）：本研究では、外生的ショックの経験が大学卒業の達成状況に与える影響について、独
自のアンケート調査を設計・実施し，計量経済学的手法を用いて検証した。分析の結果、両親の学歴が高卒であ
る場合には、外生的ショックの経験が子どもの大学卒業率を有意に低下させる傾向が確認された。一方で、両親
の学歴が大卒以上である場合、同様のショックを受けたとしても、大学卒業率には統計的に有意な影響は見られ
なかった。これは、高学歴世帯では教育に対する期待と支援が相対的に強固であり、外的ショックの影響を緩和
している可能性がある。また、両親の学歴が高卒未満である場合には、高等教育への進学意欲自体が限定的であ
ることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study empirically examines the impact of exogenous shocks on the 
attainment of a university degree by designing and conducting an original survey and applying 
econometric methods. The analysis reveals that when parents have a high school education, 
experiencing such shocks significantly reduces the likelihood of their children graduating from 
university. In contrast, for households where parents hold a university degree or higher, the same 
shocks do not have a statistically significant effect on graduation rates. This suggests that 
families with higher educational backgrounds may provide more stable support for education, thus 
mitigating the effects of external shocks. Additionally, in households where parents have less than 
a high school education, the results imply a generally lower aspiration for higher education.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、従来の教育投資や格差の研究が仮定してきた「家計の経済的環境は所与である」という
前提を見直し、外生的ショックという予期せぬ変化が家計の教育投資行動に与える影響を実証的に示した点にあ
る。
また、社会的意義としては、災害や家庭問題といった外部要因が、もともと不利な社会経済的地位にある家庭の
教育投資をさらに抑制しうるという構造的問題を可視化した点にある。これは、教育格差の是正や災害被災世帯
への支援政策を検討するうえで重要な実証的知見であり、将来的な貧困の再生産を抑止する観点からも有効な政
策設計の基盤となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
家計の経済状況は、子どもへの教育投資に大きな影響を及ぼし、それが次世代の所得水準や経
済的地位に波及することが多くの先行研究で指摘されている。特に、幼少期における教育投資は、
認知能力および非認知能力の形成を通じて、将来的な生産性に大きな影響を与えることが示さ
れている（Heckman, 2013）。さらに、親の教育的背景や生活習慣、夫婦間の学歴や収入の構成
などが、教育への熱意や投資行動に影響を与えることも示されている（Cunha et al., 2008；浦
川, 2007）。 
しかし、これらの研究は、家計の経済的・社会的環境が不変であることを前提としており、環
境の変化が家計行動や子どもの能力形成に与える影響については十分に検討されていない。実
際には、自然災害、事故、失業、離婚といった外生的要因によって、家計の所得は大きく変動す
る可能性がある。特に近年は、頻発する風水害によって資産の毀損や所得の低下が生じ、教育投
資を含む消費行動にも影響を及ぼしている（Gallagher et al., 2017）。また、家庭内暴力や離婚
といった社会的リスク要因の増加も、家計所得に大きな変化をもたらす。 
このような急激な下方ショックを受けた家計において、教育投資がどのように変化し、それが
世代間の経済格差にどのような影響を与えるのかについては、未だ十分な研究成果は上がって
いない。世代間の経済格差拡大への影響について議論をするためには、本研究のような所得の変
動を考慮した影響を検証する必要がある。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、家計レベルにおける「所得階層を下方へ移動させるような外生的ショック」
が、教育投資の減少を通じて世代間の経済格差を再生産し、当該家計が元の所得階層に復帰する
ことを困難にするメカニズムを定量的に解明することである。 
特に、災害などの外生的ショックにより所得や資産が毀損された家計が、どのような人的資本
形成行動をとるかに焦点を当てる。従来の研究では、所得の変動は比較的小さいものと仮定され
ていたが、本研究ではその仮定を緩め、急激な下方ショックを経験した家計における教育投資の
変化を考察する。外生的環境の変化が家計および次世代に与える影響、ひいては貧困の再生産メ
カニズムを明らかにするために、独自に収集したサーベイデータを用いて定量的な分析を行う。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では、外生的ショックによる教育投資への影響を検証するため、以下の三段階の分析を
実施する。 
第一に、これまでの研究に関する文献調査を進めるとともに、具体的なアンケート調査項目の
検討を行う。同時に、具体的なアンケート調査における質問項目の選定と実施のための調査会社
の選定を行う。第二に、学歴の選択と職業選択に関するアンケート調査を実施する。さらに収集
されたデータを用いて、計量経済学的な手法により分析を行う。第三に、このアンケート調査の
分析結果を基に、両親の学歴の違いにより、災害などの外生的ショックを受けた場合に子どもの
学歴達成に違いが生じるかの検討を行う。 
 
 
４．研究成果 
本研究では、外生的ショックの経験が大学卒業の達成状況に与える影響について、計量経済学
的手法を用いて実証的に検証した。調査は、学歴および職業選択に関する質問を中心に構成され、
全国の 25 歳以上 55 歳未満の男女約 6,000 名を対象として実施された。 
外生的ショックは、①台風、洪水、地震、火災などの自然災害による被害、および②家族や本
人の病気・けが、両親の失業・離婚といった家庭内の社会的リスクの 2種類に分類した。これら
のショック経験の有無と大学卒業の達成状況との関係について、両親の学歴別に平均値の差の
検定を行い、さらにサンプルサイズの制約を考慮して Fisher の正確確率検定を併用した。 
 分析の結果、両親の学歴が高卒である場合には、外生的ショックの経験が子どもの大学卒業率
を有意に低下させる傾向が確認された。一方で、両親の学歴が大卒以上である場合、同様のショ
ックを受けたとしても、大学卒業率には統計的に有意な影響は見られなかった。これは、高学歴
世帯では教育に対する期待と支援が相対的に強固であり、外的ショックの影響を緩和している
可能性がある。また、両親の学歴が高卒未満である場合には、高等教育への進学意欲自体が限定
的であることが示唆された。これらの結果は、家庭内の問題に起因するショックでは同様の結果
を得たが、災害によるショックでは有意な結果を得られなかった。つまり、本研究の結果は、家
計の社会経済的背景が外生的ショックの影響を媒介していること、そしてこの媒介効果が子ど
もの教育達成に有意な差異を生み出しうることを示唆している。 
 なお、本研究では大学「進学」ではなく「卒業」を成果指標とした点も重要である。これは、



教育年限の違いが将来的な賃金格差に直結するという点に鑑み、教育成果の実質的な達成状況
をより適切に捉えるためである（たとえばミンサー型賃金関数）。 
 以上の結果は、外生的ショックの影響が家計の社会経済的背景に依存しており、教育達成の格
差を通じて世代間の経済的不平等の再生産に寄与する可能性があることを示している。本研究
は、災害や家庭要因による予期せぬショックが教育成果に与える影響を実証的に明らかにした
点において、政策的含意を有する知見を提供するものである。以上の分析結果をもとに、論文と
してまとめ、査読付き学術誌に投稿予定である。 
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